＜別紙＞公務員制度改革担当大臣への申入書
２００８年１１月２５日
内閣府公務員制度改革担当大臣
　　甘　利　　　明　　様
公務公共サービス労働組合協議会
労働基本権確立･公務員制度改革対策本部
本部長　　福　田　精　一
国家公務員制度改革推進本部顧問会議報告に対する申入れ
　日頃の国政全般における貴職のご尽力に心から敬意を表します。
　さて、11月14日、国家公務員制度改革推進本部顧問会議は、貴職に対して、同ワーキンググループの論点整理を踏まえた報告を提出しました。この報告は、顧問全員が参加する機会のもと、慎重かつ十分な審議・検討が確保されてはおらず、その内容は、労働基本権制約の代償措置と公務における公正・中立性を蔑ろにするもので、到底認めることはできません。
　つきましては、今後の内閣人事局に係る法制上の措置を判断するにあたり、下記のことを実現されるよう強く要請します。
記
１．労働基本権が制約される現行法制度において、勤務条件に関わる事項についての人事院権限の移管は、労使関係制度検討委員会の検討結果を踏まえて措置すること。
２．公正・中立性を確保する機能については、十分かつ具体的さらに専門的な検証と検討を行い、国家公務員制度改革推進本部顧問会議報告に基づく拙速な対応をはからないこと。
３．幹部職員の人事制度の検討については、幹部職員と他の職員を一つの公務員集団としている現行制度のもと、それを前提とした対応に留意すること。
４．以上の具体化について、公務労協との交渉・協議、合意に基づき進めること。
以　上　
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